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経営計画に基づく伴走支援成果のとりまとめ 
 
 経営革新計画、創業計画、推奨品の販路開拓に伴う経営計画、補助金申請等に係る経営

計画、その他事業計画の策定支援した事業者の計画策定後の伴走的な実行支援を行った。 
 昨年度の重点支援先５５事業所のうち３８事業所を継続し、新たに２１事業所を加え、

計６０事業所の支援成果を測定し、以下に取りまとめた。 
 
１）重点支援先５９事業所の業種内訳 

 

 経営計画の策定支援先

のうち計画の実行を支援

した５９事業所をピック

アップして成果を測定し

た。 
 
小売業  １６事業所 
製造業  １５事業所 
建設業   ９事業所 
サービス業１３事業所 
飲食業   ６事業所 

 
２）計画策定、実行支援、計画の見直し等、継続的な伴走支援による評価 
 ①定量的な業績評価（付加価値増加率※）※(営業利益＋人件費総額＋償却費)の増加率 

 定量的な業績の評

価に付加価値額の増

加率を用いた。 
 増加が６４％と昨

年実績４１％を大き

く上回った。 
 「１％以上」の増

加と「低下」の減少

によるものである。 
 地道な努力による

小さな成果が伺え

る。 
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 ②業界・市場に適した取り組みに対する成果 
 顧客ニーズの多様化

が一層に進展する中、

事業所は的確にターゲ

ットを捉え、お客様に

選択してもらえるサー

ビスを提供すること

が、非常に重要になっ

ている。 
 事業者の認識も浸透

し、８６％が取り組ん

でいる。成果は「今後

への期待」が多数を占

め、売上・収益の増加

につなげる継続的な支

援が重要である。 

 
 ③新製品・サービス提供の取り組みに対する成果 

 新製品・サービス提供

の取り組みについては、

重要性の認識が高く、８

０％の事業所で取り組み

があった。 
 「大きな効果」があっ

たものも少なくなく、ほ

ぼ全てにおいて、期待で

きるものであった。 
しかし、販売拡大、浸

透に課題が残るケースも

多く、「製品・サービ

ス」のブラッシュアップ

のみならず、営業・販売

促進に至るまで連続的な

支援が求められている。
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建設業 1 3 1
製造業 6 3 5
サービス業 2 2 6 1
飲食業 1 5
小売業 1 3 11
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 ④営業・販売促進の取り組みに対する成果 

 

 営業、販売促進の取り

組みは最も多く、５３の

事業者が取り組んでお

り、そのうち３６事業所

において小規模事業者持

続化補助金を活用した支

援を行っている。 
 補助金申請には経営計

画書の策定が重要なこと

から、伴走的の支援のき

っかけとなることも多

い。安定した売上につな

げていくため、継続的な

支援の必要がある。 

 
 ⑤従業員・後継者の育成の取り組みに対する成果 

 

 経営者の高齢化と後継

者問題がクローズアップ

されているが、特に小規

模事業者においては深刻

なものとなっている。 
 商工会の取り組みにお

いても事業承継を促すた

めに、「事業承継診断」

を実施し、ニーズの掘り

起こしに着手した。 
 短期間で解決できない

多様な課題を抱えてお

り、中長期的な事業承継

計画を策定し、着実に進

めていく必要がある。 
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建設業 1 3 1 1
製造業 6 2 5 1
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⑥財務改善につながる取組みに対する成果 
 従来からの商品・サ

ービスでは大手事業者

との価格競争に巻き込

まれ、収益性の低下か

ら財務の悪化が懸念さ

れる。 
ターゲットマーケテ

ィングによる商品・サ

ービスの高付加価値化

の取り組みが多くみら

れた。 
 また、低利融資によ

る債務の借り換えや一

本化など金融対策も多

く見られた。 

 
３）企業の自立した成長へ向けての取り組み 
 ①支援に発揮する企業と商工会の力の割合 

 

 重点支援先は、継続

支援先が３８件、新規

支援先２１件である。

新規支援先ははじめ

ての経営計画策定の支

援がきっかけに伴走支

援を開始した事業所が

多数を占めるため、商

工会の主導による支援

が多く見受けられる。 
 伴走支援の中で、自

律性を高めていき、最

終的には自らＰＤＣＡ

サイクルを回せる事業

所の創出に努めたい。 
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